

別記
様式第１号（第５条関係）
	１．実施体制等

	１．（１）
補助事業に関する事務を行う体制

	※補助事業の実施体制が明らかとなるように体制図により明示した上で、補助事業の実施に係る役割分担を具体的に記載してください（従事する人数は必ず記載してください。また、兼務の場合は、見込みの従事比率(エフォート率)を記載してください）。
※補助事業を複数事業者により共同で実施する場合は、代表者を決めていただくとともに、共同実施者の体制及び実施に係る役割分担を具体的に記載するとともに、応募者が主たる部分を実施していることが明らかになるよう記載してください。
※具体的に予定している者がいる場合は、氏名及びその者が適当な理由についても記載してください。また、従事者を今後配置する場合には配置方針等を記載してください。
※複数の間接補助事業を実施する予定がある場合、兼務の状況が分かるように記載をしてください。
事務局長
社　長
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経理担当

（記載例）




●名体制
●名体制



	１．（２）
補助事業を処理するための体制
	※間接補助事業者からの申請に係る受付の仕組みや交付決定に係る事務処理、補助金の支払いに係る審査方法など、事務を処理するため仕組みや流れを記載してください。
※また、間接補助金の審査に係る公平性・信頼性を確保（チェック体制等）するための体制や仕組みについて具体的に記載してください。

	１．（３）
補助事業を行うに当たっての法令遵守及び情報セキュリティ体制


	※法令遵守、情報セキュリティ及び個人情報保護の体制等を記載してください。
※個人情報保護や情報セキュリティに関する規程が整備されている場合には、その名称及び制定年月を記載してください。


	１．（４）
間接補助事業者からの問合せ等へ対応するための体制
	※間接補助事業者からの問合せ等へ対応するための体制（対応人数、対応時間等）等を記載してください。
※問合せ等を受け付ける方法（電話、メール等）を記載してください。
※必ずしも土日・祝日や夜間の対応を求めるものではありません。

	１．（５）
補助事業の期間
	補助事業開始　令和　　年　　月　　日
補助事業完了　令和　　年　　月　　日

うち　間接補助募集開始予定　　令和　　年　　月　　日
　　　間接補助事業報告締切　　令和　　年　　月　　日

	２．追加業務の提案

	
	※補助事業を遂行する上で更に必要と考えられる業務があれば、追加業務の提案として記載してください。
※追加で提案する業務については、事務費の予算内で実行可能なものに限ります。

	３．法人の業務実績

	
	※過去に、国や地方公共団体の間接補助金又は補助金に類する業務の執行団体として間接補助金の交付事務の実績がある場合には、自治体名、年度、補助事業名、事業規模等を記載してください。






様式第２号（第５条関係）

収支予算（決算）書

１　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	収入区分
	収入細区分
	収入額

	補助金
	ひなたゼロカーボン加速化事業補助金
	

	その他
	自主財源
	

	計
	



２　支出
	事業名
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	自主財源
	補助金
申請額
	

	令和　　年度
ひなたゼロカーボン
加速化事業補助金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　（注）補助事業に要する経費の内訳を添付すること。



様式第３号（第５条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　

特別徴収実施確認・開始誓約書

※チェック欄（いずれかに該当する項目□にチェックを入れてください。）
１　領収証書の写し添付
　□　当事業所は、現在　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施し納付しています。
                              →　６か月以内の領収証書の写しを添付してください。

６か月以内の領収証書の写しを添付してください。




２　添付する領収証書の写しがない場合等
⑴　特別徴収実施確認
□　当事業所は、現在　　　　　市（町・村）の特別徴収義務者の指定を受け、従業員等の個人住民税について、特別徴収を実施しています。
　　　　　　　　　　　　　　→　確認印を受けてください。
　　　　上記市町村の特別徴収義務者指定番号：
※　各事業所で事前に記入しておいてください。

⑵　特別徴収義務がない
	市（町・村）確認印

	






	


　　□　当事業所は、特別徴収義務のない事業所です。
　　　　　　　　　　　　　　→　確認印を受けてください。

　⑶　開始誓約
　　□　当事業所は、　　　　年　　月から、従業員等の個人住民　　
税について特別徴収を開始することを誓約します。
つきましては、特別徴収税額の決定通知書を当社（者）あ　
てに送付してください。
　　　　　　　　　　　　　　→　確認印を受けてください。

様式第４号（第５条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名 (フリガナ)　
	生年月日　　　　年　　月　　日（性別　　）


誓　約　書


私は、　　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。

※チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。）
□　自己及び本事業実施主体の構成員・役員等は、次のアからウまでのいずれにも該当するものではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウまでのいずれの関与もありません。

ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者


様式第５号（第９条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　

　
　　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金に係る補助事業
変更承認申請書


　　年　　月　　日付け（文書番号）で交付決定のあった標記補助事業について、下記のとおり計画を変更したいので、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり申請します。


記

１　変更の理由

２　変更の内容

３　変更が補助事業に及ぼす影響

４　変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び負担区分
	事業名
	補助事業に要する経費
	補助対象
経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	自主財源
	補助金
申請額
	

	　年度
ひなたゼロカーボン
加速化事業補助金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※上段には変更前、下段には変更後を記載すること。

５　同上の算出基礎


様式第６号（第９条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　


　　　　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金に係る補助事業
中止（廃止）承認申請書


　　年　　月　　日付け（文書番号）で交付決定のあった標記補助事業について、下記の理由により中止（廃止）したいので、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり申請します。


記

１　中止（廃止）する事業名



２　中止（廃止）する理由


様式第７号（第９条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　


　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金に係る補助事業
遅延等報告書


　　年　　月　　日付け（文書番号）で交付決定のあった標記補助事業について、下記のとおり事故があったので、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり申請します。


記

１　補助事業名


２　補助事業の進ちょく状況


３　上記２に要した経費


４　事故の内容及び原因


５　事故に対する措置



（注）事故の理由を立証する書類を添付すること。


様式第８号（第10条関係）

　　　年　月　日　


　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金に係る補助事業実施状況書
（　　月分）

	事　　　業
	計画件数等
	実施件数
	内容等

	ひなたゼロカーボン加速化事業補助金

	
	１　申請受付
	件数
	件
	件
	

	
	２　交付決定
	件数
	件
	件
	

	
	
	金額
	円
	円
	

	
	３　交付確定
	件数
	件
	件
	

	
	
	金額
	円
	円
	

	
	４　事務費
	円
	円
	




様式第９号（第11条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　

　　　　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金
精算払（概算払）請求書

　　年　　月　　日付け（文書番号）で交付決定のあった標記補助事業について、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第11条第２項の規定により、下記のとおり請求します。
記

１　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　円也
　　　　（確 定）

２　概算払受領済額　　　　金　　　　　　　　　円也

３　今回請求額　　　　金　　　　　　　　　円也

４　残額　　　　金　　　　　　　　　円也

５　請求金額の算出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業名
	交付
決定額
（確定）
	概算払
受領済額
	今回
請求額
	残額

	ひなたゼロカーボン
加速化事業補助金
	
	
	
	



６　概算払の場合、概算払を必要とする理由

７　振込先
	金融機関名
	

	預金の種類
	

	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	



	担当者氏名
	

	連絡先
	



様式第10号（第12条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　


　　　　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金
実績報告書


ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第12条第１項の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。


記

１　補助事業の成果
別紙のとおり　※任意様式

２　補助事業に要した経費
収支決算書（別記様式第２号）のとおり

３　補助事業の完了年月日
年　月　日　～　　　　年　月　日

４　その他添付書類
　(1) 
　(2) 
　(3) 

５　本件担当者
　　氏　　名　
　　電話番号　
　　E-Mail　


様式第11号（第12条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　


　　　年度仕入れに係る消費税等相当額報告書


　　年　　月　　日付け（文書番号）により交付決定通知のあったひなたゼロカーボン加速化事業補助金について、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第12条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記

１　補助金等の交付に関する規則第15条の補助金の額の確定額
（　年　月　日付け（文書番号）による確定通知額）	金　　　　　円

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額	金　　　　　円

３　消費税及び地方消費税額の申告により確定した仕入れに
係る消費税等相当額	金　　　　　円
仕入控除税額

４　補助金返還相当額（上記３－上記２）	金　　　　　円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。


様式第12号（第13条関係）
番　　　　　　号　
　年　月　日　
　宮 崎 県 知 事　殿

	住　　　　所　
	氏名又は名称　
	代表者の職・氏名　


　　年度ひなたゼロカーボン加速化事業補助金
財産処分承認申請書


　　年　　月　　日付け（文書番号）で交付決定のあった標記補助事業について、当該補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、ひなたゼロカーボン加速化事業補助金交付要綱第13条第２項の規定により、下記のとおり請求します。


記

１　処分しようとする財産及びその理由
	財産の名称
取得年月日
	取得価格
時　　価
	処分の方法
	処分の時期
	処分の理由

	
	
	
	
	



２　相手方（住所、氏名、使用目的及び条件）



